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要約
　本研究の目的は、通常の学校のコーディネーターが自身の悩みを解消するためにどのようなこ
とを必要と感じているか、どのようなことを望んでいるかというコーディネーターのニーズにつ
いて明らかにすることであった。Ａ県内の公立幼稚園、小・中・高等学校のコーディネーターに
質問紙調査を行った結果、コーディネーターが①教職員数の増加、②コーディネーターの専任配
置、③専門的知識の担保、④管理職の高い意識とリーダーシップ、⑤コーディネーター同士が情
報共有できる場などを求めていることが明らかになった。
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Ⅰ　問題と目的
　文部科学省（2007）は、「特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知
的な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校
において実施されるものである。」とし、幼稚園や小・中・高等学校といった通常の学校におけ
る特別支援教育の必要性を示した。その中で、各校の特別支援教育の中心的役割を果たしている
のが「特別支援教育コーディネーター（以下、コーディネーター）」である。文部科学省（2014b）
によると、公立の通常の学校におけるコーディネーターの指名率は９割を超えており、各校にお
けるコーディネーターの指名はほぼ完了したと言える。
　通常の学校のコーディネーターの役割については、文部科学省（2004）が「小・中学校におけ
る LD（学習障害）、ADHD（注意欠陥／多動性障害）、高機能自閉症の児童生徒への教育支援体
制の整備のためのガイドライン（試案）」の中で、①校内の関係者や関係機関との連絡調整、②
保護者に対する相談窓口、③担任への支援、④巡回相談や専門家チームとの連携、⑤校内委員会
での推進役の５つを示している。さらに、中央教育審議会初等中等教育分科会（2012）は、「共
生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」
の中で、「幼・小・中・高等学校等における特別支援教育コーディネーターについては、校内や
地域の関係者、関係機関と効果的に連携する力が求められるが、それだけでなく、学校全体の教
員の資質能力の向上に指導的な役割を果たすことも期待される」と示しており、コーディネーター
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の役割は多岐に渡っている。また、文部科学省（2014b）によると、コーディネーターが複数指
名されている通常の学校は全体の２割程度であり、学級担任等と兼務していない専任のコーディ
ネーターは約１割しかいない。
　このように通常の学校のコーディネーターの多くは、多岐に渡る役割を学級担任等と兼務しな
がら一人で担っており、先行研究では、コーディネーターが様々な悩みを抱えていることが明ら
かにされている。例えば、宮木・柴田・木舩（2010）は、H 県内の公立小・中学校のコーディネー
ターに質問紙調査を行い、コーディネーターが「教職員の意識の低さ」「コーディネーターの多
忙さ」「校内支援体制構築の難しさ」「人員不足」「研修の不足と成果の低さ」「コーディネーターの
力不足」といった悩みを抱えていることを明らかにしている。また、長谷部・阿部・中村（2012）
は、公立小・中学校のコーディネーターを対象に質問紙調査を行い、コーディネーターが「役割
過重」「役割葛藤」「役割曖昧」といった役割ストレスを抱えており、こうした役割ストレスがコー
ディネーターのコーディネーション行動にも影響を及ぼすことを明らかにしている。
　先行研究も示すように通常の学校のコーディネーターの置かれている状況は非常に厳しく、先
述したような通常の学校のコーディネーターの様々な悩みを解消するための方策の検討は喫緊の
課題である。ただし、そうした方策を検討するためには、まず当事者であるコーディネーターの
ニーズを把握する必要がある。そこで本研究では、通常の学校のコーディネーターが自身の悩み
を解消するためにどのようなことを必要と感じているか、どのようなことを望んでいるかという
コーディネーターのニーズについて明らかにし、通常の学校のコーディネーターの様々な悩みを
解消するための方策を検討するための基礎的資料を得ることを目的とする。

Ⅱ　方法
１．対象者

　対象者は、Ａ県内の公立幼稚園（62 園）、公立小学校（302 校）、公立中学校（339 校）、公立
高等学校（96 校）のコーディネーターであり、368 名（46.1％）から回答があった。

２．調査項目

　（１）フェイスシート

　フェイスシートでは、校種に加えて、学校環境（①在籍幼児児童生徒数、②校内のコーディネー
ターの人数、③職名、④学級担任等との兼務の有無）とキャリア（①教職経験年数、②コーディ
ネーター経験年数、③特別支援教育（特別支援学級、特別支援学校、通級指導教室）経験年数、
④特別支援学校教諭免許の有無、⑤特別支援教育に関する研修への参加回数、⑥コーディネーター
研修への参加回数）を尋ねた。
　（２）コーディネーターのニーズ

　コーディネーターのニーズを把握するため「コーディネーターとして困っておられること、悩
んでおられることを解消するためには、どのようなことが必要だと思われますか。」という問い
に対して自由記述で回答を求めた。
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３．手続き

　調査の手続きを以下に示す。
① Ａ県内から市区町ごとに層化抽出した公立幼稚園 62 園、公立小学校 302 校、公立中学校 339 校、

公立高等学校 96 校を調査校とした。
②各調査校には、調査依頼文１部、返信用封筒１部、質問紙１部を送付した。
③ 各調査校のコーディネーター１名（複数指名されている場合は、主に業務を担当しているコー

ディネーター１名）に回答・返信するよう依頼した。

４．調査時期

　2013 年 11 月

５．分析方法

　自由記述による回答の分析にはテキストマイニングを用いた。テキストマイニングとは、形式
化されていないテキストデータを単語に分割し、その出現頻度や相関関係等を解析することで、
一定の知見や発想を得るテキストデータ分析手法の総称であり、テキストマイニングを用いるこ
とによって、数値情報だけでは把握できない調査対象者の意識の傾向を把握できる（米沢，
2011）。なお、本研究では、テキストマイニングソフトとしてジャストシステムの TRUSTIA/R.2
を用いた。

Ⅲ　結果と考察
１．自由記述の分析前処理

　自由記述の分析前処理として、まず、コーディネーターのニーズに関する問いに対して、無回
答のものおよび問いの意図にそぐわないものを削除した。その結果、247 名（30.9％）の回答が
分析対象となった。分析対象者の概要を Table 1 に示す。
　次に、１名の回答の中に複数の内容の記述が含まれると判断したものは、文意が変わらないこ
とに留意しながら、記述を内容ごとに切片化した。その結果、総文書数は 373 となり、１文書あ
たりの平均語句数は 36 語、平均文字数は 57 文字となった。なお、全文書のうち名詞句は 2625

（32％）、形容詞句は 422（５％）、副詞句は 287（３％）、動詞句は 1185（14％）、その他が 3682（46％）
であった。
　続いて、分析の精度を高めるため分析から除外する語句（ストップワード）の指定および同義
語の指定を行った。スットプワードには、コーディネーターのニーズとは直接関係しないものの、
問いの内容により出現頻度が高くなっている語句、例えば「特別支援教育」「コーディネーター」
といった語句を指定した。同義語の指定では、例えば「幼児」「児童」「生徒」「子」を「子ども」
と同義に、「教員」「教師」「先生」を「教職員」と同義に、「特支」を「特別支援」と同義にする
などの処理を行った。
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Table 1　分析対象者の概要
 人（％）
校種※ 幼稚園 小学校 中学校 高等学校
有効回答数 14 91 110 31

学校環境 在籍幼児児童生徒数

100 名未満 12 （85.7） 12 （13.2） 6 （5.5） 2 （6.5）
100 ～ 299 名 2 （14.3） 23 （25.3） 32 （29.1） 0 ―
300 ～ 499 名 0 ― 23 （25.3） 27 （24.5） 5 （16.1）
500 ～ 699 名 0 ― 13 （14.3） 20 （18.2） 6 （19.4）
700 ～ 899 名 0 ― 8 （8.8） 13 （11.8） 8 （25.8）
900 名以上 0 ― 6 （6.6） 3 （2.7） 9 （29.0）
無回答 0 6 （6.6） 9 （8.2） 1 （3.2）

校内のコーディネーター
の人数

1 名 14（100.0） 87 （95.6） 107 （97.3） 31（100.0）
2 名 0 ― 4 （4.4） 1 （0.9） 0 ―
3 名以上 0 ― 0 ― 1 （0.9） 0 ―
無回答 0 ― 0 ― 1 （0.9） 0 ―

職名

校長（園長） 2 （14.3） 0 ― 0 ― 0 ―
教頭（園長補佐） 2 （14.3） 0 ― 0 （0.0） 0 ―
教諭 8 （57.1） 87 （95.6） 104 （94.5） 26 （83.9）
養護教諭 1 （7.1） 2 （2.2） 5 （4.5） 4 （12.9）
講師 1 （7.1） 2 （2.2） 1 （0.9） 1 （3.2）
その他 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―

学級担任等との兼務
の有無

兼務あり 6 （42.9） 63 （69.2） 78 （70.9） 12 （38.7）
兼務なし 8 （57.1） 28 （30.8） 31 （28.2） 19 （61.3）
無回答 0 ― 0 ― 1 （0.9） 0 ―

キャリア 教職経験年数

10 年未満 5 （35.7） 6 （6.6） 7 （6.4） 3 （9.7）
10 ～ 19 年 2 （14.3） 9 （9.9） 20 （18.2） 4 （12.9）
20 ～ 29 年 2 （14.3） 35 （38.5） 42 （38.2） 16 （51.6）
30 年以上 5 （35.7） 40 （44.0） 40 （36.4） 8 （25.8）
無回答 0 ― 1 （1.1） 1 （0.9） 0 ―

コーディネーター
経験年数

2 年未満 4 （28.6） 30 （33.0） 44 （40.0） 10 （32.3）
2 ～ 3 年 5 （35.7） 28 （30.8） 34 （30.9） 12 （38.7）
4 ～ 5 年 3 （21.4） 21 （23.1） 17 （15.5） 5 （16.1）
6 年以上 2 （14.3） 12 （13.2） 14 （12.7） 4 （12.9）
無回答 0 ― 0 ― 1 （0.9） 0 ―

特別支援学級経験年数

経験なし 12 （85.7） 31 （34.1） 41 （37.3） 30 （96.8）
4 年未満 2 （14.3） 24 （26.4） 28 （25.5） 0 ―
4 ～ 6 年 0 ― 21 （23.1） 21 （19.1） 1 （3.2）
7 ～ 9 年 0 ― 11 （12.1） 6 （5.5） 0 ―
10 年以上 0 ― 4 （4.4） 14 （12.7） 0 ―

特別支援学校経験年数

経験なし 14（100.0） 72 （79.1） 84 （76.4） 24 （77.4）
4 年未満 0 ― 3 （3.3） 6 （5.5） 2 （6.5）
4 ～ 6 年 0 ― 6 （6.6） 7 （6.4） 3 （9.7）
7 ～ 9 年 0 ― 5 （5.5） 5 （4.5） 1 （3.2）
10 年以上 0 ― 5 （5.5） 8 （7.3） 1 （3.2）

通級指導教室経験年数

経験なし 14（100.0） 83 （91.2） 104 （94.5） 31（100.0）
4 年未満 0 ― 1 （1.1） 2 （1.8） 0 ―
4 ～ 6 年 0 ― 0 ― 3 （2.7） 0 ―
7 ～ 9 年 0 ― 1 （1.1） 0 ― 0 ―
10 年以上 0 ― 4 （4.4） 1 （0.9） 0 ―
無回答 0 ― 2 （2.2） 0 ― 0 ―

特別支援学校教諭免許
の有無

免許あり 0 ― 25 （27.5） 34 （30.9） 1 （3.2）
免許なし 14（100.0） 66 （72.5） 76 （69.1） 30 （96.8）

特別支援教育に関する
研修への参加回数

10 回未満 5 （35.7） 21 （23.1） 44 （40.0） 25 （80.6）
10 ～ 19 回 4 （28.6） 29 （31.9） 26 （23.6） 5 （16.1）
20 ～ 29 回 3 （21.4） 19 （20.9） 15 （13.6） 0 ―
30 回以上 2 （14.3） 18 （19.8） 18 （16.4） 1 （3.2）
無回答 0 ― 4 （4.4） 7 （6.4） 0 ―

コーディネーター研修
への参加回数

5 回未満 9 （64.3） 42 （46.2） 63 （57.3） 26 （83.9）
5 ～ 9 回 2 （14.3） 19 （20.9） 18 （16.4） 4 （12.9）
10 ～ 14 回 0 ― 15 （16.5） 11 （10.0） 0 ―
15 回以上 3 （21.4） 14 （15.4） 13 （11.8） 1 （3.2）
無回答 0 ― 1 （1.1） 5 （4.5） 0 ―

 （　　　）内は有効回答数を総度数とする相対度数を示す
 ※無回答１名
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２．コーディネーターのニーズ

　自由記述の分析前処理を行った後、テキストマイニングの１つである主題分類を行った。主題
分類とは、内容が似ている文章を抽出してグルーピングを行い、調査対象者の関心が高い内容を
把握する分析方法である（米沢，2011）。この主題分類では、分析データのパターンが似ている
内容を同じクラスターにまとめ、分析データの持つ特徴の構造を抽出し、各クラスターの形成状
態がデンドログラムとして表示される（米沢，2011）。そして、デンドログラムに表示される分
類名には、分類された各クラスターの文章中から最も特徴的な名詞句が選ばれる（株式会社ジャ
ストシステム，2006）。
　主題分類の結果、「教職員」「学級」「専門」「学校」「研修」の５つのクラスターが得られた（Table 
2）。なお、クラスター数は結果の解釈可能性を考慮し決定した。以下では、各クラスターについ
て考察を述べる。その際、『　　』内は具体的な文書例を示す。
　（１）教職員

　「教職員」のクラスターでは、まず『人件費を確保して、教師の数を増やしてほしい。』や『特
別支援教育だけでなく全ての部門において教職員の数を増やすべき。』といった教職員数の増加
を求める記述が見られた。宮木・木舩（2011）は、Ａ県内の公立小・中学校のコーディネーター
を対象に行った調査の結果から、「人員不足やコーディネーターの業務負担の問題は、多くのコー
ディネーターが共通して抱いている悩みであり、これまでの先行研究でも繰り返し指摘されてき
たことからも、もはや予断を許さぬ喫緊の課題であると言える」と指摘している。しかしながら、
現実には教職員数の増加は進んでいない（文部科学省，2014a）。したがって、教職員数の増加だ
けでなく、業務内容の精選や効率化など、コーディネーターを含めた教職員の労働環境の改善に
も同時に取り組んでいかなければならないであろう。
　また、『教職員間の特別支援教育に関する共通理解を今以上に深くすることが必要である。』や

『教職員の共通理解と保護者の協力』といった記述が見られ、コーディネーターが教職員の共通
理解の重要性を強く認識していることが伺える。しかしながら、先述したような教職員の多忙さ
から共通理解を図る時間が十分に確保できていない現状も示唆されるため、例えば、学校の年間
計画の中に教職員が共通理解できる時間を明確に位置付けておくなど校内体制の工夫が必要であ
ろう。
　（２）学級

　「学級」のクラスターでは、『コーディネーターは担任外がよいと思います。実態把握をしたく

Table 2　コーディネーターのニーズに関する記述の主題分類結果
デンドログラム表示 分類名 文書数 信頼度（%） 代表語句 類似度

    

教職員 33 37 教職員／教職／先生方／共通／共通理解 0.736460     

    

学級 61 46 学級／子ども／特別支援学級／担任／学級担任 0.517259     

    

専門 24 53 専門／専門的／専門的知識／専門性／知識 0.771929     

    

学校 203 13 学校／理解／時間／委員会／委員 0.395978     

    

研修 52 48 研修／研修会／参加／校内／校内研修 0.723567     
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ても自分の学級があると難しいです。』や『学級担任をしながらコーディネーターの仕事を兼務
するのは無理がある。全体を見渡す必要があるため、教務がコーディネーターの役割を兼ねるか、
担任を外してコーディネーターの仕事に専念できる体制をとる必要があると思う。』といった専
任のコーディネーターを求める記述が見られた。また、『１クラスあたりの人数を減らす（40 人
学級は多い）。』や『１クラスの生徒数を減らすこと。』といった学級定員数の削減を求める記述
も見られた。これらの記述からは、学級担任の業務負担が大きく、コーディネーターと兼務する
ことの難しさを強く感じていることが示唆される。
　例えば、横浜市では、コーディネーターがその役割に専念できるよう人的措置として小・中学
校に非常勤講師の配置を行っている（横浜市教育委員会，2009）。その結果、横浜市のコーディネー
ターの約半数が専任となっている（文部科学省，2014b）。コーディネーターの位置付けについ
ては、こうした先進的な事例を参考に抜本的な制度改革が必要であろう。
　（３）専門

　「専門」のクラスターでは、まず『専門知識を持っている人をコーディネーターとして迎える
べきである。』や『専門職として資格や経験がある方を配置してほしい。』といった特別支援教育
に関する専門的な知識を持つ者がコーディネーターを担当すべきとの記述が見られた。例えば、
我が国のコーディネーターのモデルであるとされている（清水・渡辺，2008）イギリスの
Special Educational Needs Coordinator（以下、SENCO）は、我が国と同様に校長が教員の中か
ら任命する（横尾，2007）。ただし、SENCO は必ず国家認定資格を取得しなければならならず

（Department for Children, Schools and Families, 2008）、そのためには学校職能開発局（The 
Training and Development Agency for Schools）が認定した大学や高等教育機関で国家資格プ
ログラムを受講しなければならない（WIP ジャパン，2011）。一方、現在のところ我が国のコーディ
ネーターに資格制度はない。したがって、今後はこうした海外の事例を参考に、コーディネーター
の資格制度についての検討も必要であろう。
　また、『コーディネーターとしての専門的研修をもっと積むこと。』や『コーディネーターとし
ての知識を学び、専門性を高める。』といった自身の専門性を高める必要性に関する記述が見ら
れた。現在、多くの自治体でコーディネーターを対象とした養成研修が行われている（大杉・横
尾，2006）。また、近年、特別支援教育士（S.E.N.S）や学校心理士、臨床発達心理士、自閉症ス
ペクトラム支援士等、特別支援教育に関わる多くの資格が誕生し、これらの資格を取得している
教員も少なくない。したがって、こうした専門性向上に寄与するであろう養成研修や資格取得の
ための講座にコーディネーターが積極的に参加できるような校内体制や予算措置を検討していく
ことが必要であろう。
　（４）学校

　「学校」のクラスターでは、特に『管理職（特に学校長）の特別支援教育の理解・協力が不可
欠だと思います。』や『管理職の特別支援に対する意識向上が大切（会議および研修会での発言
をしてもらうことが大事）。』といった管理職の意識の重要性に関する記述が見られた。文部科学
省（2007）は、「校長は、特別支援教育に関する学校経営が特別な支援を必要とする幼児児童生
徒の将来に大きな影響を及ぼすことを深く自覚し、常に認識を新たにして取り組んでいくことが
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重要である。」と示し、校長の意識の重要性を指摘している。また、米沢・宮木・内村・林（2014）
は、Ａ県内公立小学校の校長、コーディネーター、学級担任を対象に調査を行い、「校長のリーダー
シップ」が「教職員集団の組織風土」やコーディネーターの「コーディネート行動」にポジティ
ブな影響を及ぼし、その結果、校内の「特別支援教育体制の実働状態」の高まりにも寄与するこ
とを明らかにしている。
　このように、校内の特別支援教育を推進するためには、管理職、特に校長の高い意識やリーダー
シップが必要不可欠である。したがって、コーディネーターだけでなく、校長を対象とした特別
支援教育に関する研修等も充実させていくことが必要であろう。
　（５）研修

　「研修」のクラスターでは、特に『コーディネーター同士が研修に集まり、悩みを出したり、
相談する場の設定を少し多くする。』や『地域におけるコーディネーター研修会が必要（定期的に）
だと思います。学校に１人しかいないので同じ悩みを持つ者での研修会の必要性を感じます。』、

『特別支援コーディネーター同士による悩みなどを言い合い、その解決策等を互いに話し合う場
の設定が必要。』といったコーディネーター同士で集まり、悩みや情報の共有を行う場の必要性
に関する記述が見られた。この点について、中央教育審議会初等中等教育分科会（2012）も「経
験のあるコーディネーターと新任のコーディネーターが少人数で研修を行うことにより、経験や
情報・知見を共有し、新任者の専門性を高め、具体的に校内の分担を決めたり、学校組織を動か
せるようになったり、多様な関係者をコーディネートすることができるようになることが望まし
い。」と述べており、コーディネーター同士の情報共有の重要性を指摘している。また、杉本（2010）
は、中学校区を単位として中学校１校と小学校３校のコーディネーターが情報交換を行える場を
設定した結果、各校の取り組みや移行支援に関する情報交換の場となるだけでなく、コーディネー
ターを心理面で支え、地域のリーダーとなるコーディネーターを育てることもできたと報告して
いる。
　このように、コーディネーター同士の情報共有は、初任のコーディネーターの研修だけでなく、
コーディネーターが孤立しないようにするためにも極めて重要な取り組みであると考えられ、今
後こうした取り組みが広がっていくことが期待される。

３．まとめと今後の課題

　本研究では、通常の学校のコーディネーターが、①教職員数の増加、②コーディネーターの専
任配置、③専門的知識の担保、④管理職の高い意識とリーダーシップ、⑤コーディネーター同士
が情報共有できる場などを求めていることが明らかとなった。今後、こうしたコーディネーター
のニーズを踏まえつつ、コーディネーター制度をさらに充実させるための検討を進めていかなけ
ればならない。
　ただし、本研究にはいくつかの問題点も指摘される。まず、本研究では公立学校のみを対象と
したが、例えば幼稚園については、その大半が私立であることから、今後は私立や国立の学校も
含めて調査する必要があるだろう。また、本研究では、幼稚園、小・中・高等学校という校種に
よってコーディネーターのニーズに差があるか否かまでは明らかにできなかったため、この点に
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ついては今後の課題である。
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